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●過去の分まで請求できます


　確定申告をしていないサラリーマンは、過去５年前まで確定申告で還付請求でき、自営業や給与以外の所得があって確定申告をした人は、１年前の分の更正請求ができます。これらは３月15日の期限に関係なくいつでもできます。





　納税者自身又は控除対象配偶者や扶養親族が所得税法上の障害者である場合、所得税、住民税の所得控除が受けられます。障害者１人27万円、特別障害者は40万円です。


障害者手帳がなくても、要介護者の多くが障害者控除を受けられます


　1970年に、障害者手帳を持っていない人も控除対象になったのですが、ほとんど知られていませんでした。その後介護保険の実施にともない、日本共産党などの問い合わせや要望にたいして国税庁が、「要介護」と「障害」は別の概念だが、類似点も多いとの見解を示しました。これにより、介護認定をしている市町村が、障害者でもあると認定すれば、本人または家族が障害者控除を受けることができます。そのうちとくに、要介護度が高い人の場合には、特別障害者控除（40万円）を受けられることになります


配偶者控除や扶養控除、老親の加算などで最高133万円


同居している特別障害者が70歳以上の配偶者や扶養親族の場合は、40万円の他、配偶者控除や扶養控除（1人48万円）に35万円加算、さらに70歳以上の「老親」である場合には10万円が加算される制度があります。


自分や家族の1年間の医療費が10万円（所得200万円以下の場合は、所得の20


分の1）を超える場合、その分が控除されます。また医療費として、特別養護老人ホームの入所費用や看護、リハビリなど在宅で受けている介護の費用のなかには、他の医療費と合算できるものがありますので、ぜひチェックしましょう。


また、月の医療費の自己負担が非常に多い場合、一定額を超えた額が支給される高額療養費制度のほか、生活が一時的に苦しく医療費の支払いが困難なときは、減免ないし猶予されることがあります。


 


いったん自己負担した医療費は請求できる


医者の指示でコルセットなどをつけたり、医者の同意を得て柔道整復師、はり・きゅう・マッサージにかかり、費用全額を払ったとき、あとで保険に請求できます。














国保料の減額


　昨年中の世帯の所得によっては、保険料が減額されま


す。確定申告や勤務先の給与支払報告書が提出されてい


れば、改めて申告の必要はありませんが、他に、本人が


申請することで軽減される制度もあります。
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増税や福祉制度の切り下げがあいつぎ、生活防衛も限界と思わざるをえない昨今。そこで、一度見直したいのが税の控除や福祉関係の助成が受けられるかどうか。たくさんの制度がありますが、年令や収入、家族構成など資格要件が複雑なうえ、自動的に適用されたり、役所から通知されたりしないものが大半です。退職や失業、配偶者の死亡、家族の要介護状態など、変化のあったご家庭ではぜひ、自分でチェックしてみましょう。











